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人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進事業運営委員会規程 

 

平成３０年４月２７日 

規程第５８号 

改正 平成３０年１１月１２日 規程第８４号 

改正   令和２年６月１０日 規程第２１号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進事業実施

規程（平成３０年１１月１２日規程第８２号）（以下「実施規程」という。）第６条第

３項の規定に基づき、人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進事業運

営委員会（以下「運営委員会」という。）の組織及びその運営に関し、必要な事項を定

めるものとする。 

 

（組織） 

第２条 運営委員会は、２０人以内の委員で組織する。 

２ 専門の事項を調査審議するため必要があるときは、運営委員会に専門委員を置くこと

ができる。 

 

（委員の委嘱） 

第３条 委員は、学識経験を有する者のうちから、独立行政法人日本学術振興会理事長

（以下「理事長」という。）が委嘱する。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから、理事長が委嘱す

る。 

 

（委員の任期等） 

第４条 委員の任期は、１年とし、欠員が生じた場合の後任の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２ 前任者がいない委員の任期は、新たに追加された年度については、前項の規定にかか

わらず、当該年度の３月３１日までとする。 

３ 委員は、再任することができる。 

４ 専門委員は、当該専門の事項の調査審議が終わったときは、退任するものとする。 

５ 委員及び専門委員は、非常勤とする。 

 

（委員長） 

第５条 運営委員会に委員長を置き、理事長が指名する。 
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２ 委員長は、会務を総理し、運営委員会を代表する。 

３ 委員長の指名により、副委員長を置くことができる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理し、委員

長が欠けたときは、その職務を行う。 

 

（顧問） 

第６条 運営委員会に、その審議事項について助言を行う顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、学識経験を有する者のうちから、理事長が委嘱する。 

３ 顧問は非常勤とし、任期は１年とする。欠員が生じた場合の後任の顧問の任期は、前

任者の残任期間とする。 

４ 前任者がいない顧問の任期は、新たに追加された年度については、前項の規定にかか

わらず、当該年度の３月３１日までとする。 

５ 顧問は、再任することができる。 

 

（幹事） 

第７条 運営委員会に、その円滑な運営を図るため、幹事を置くことができる。 

２ 幹事は、委員の中から委員長が指名する。 

 

（作業部会） 

第８条 運営委員会に、調査審議を分担させるため、必要な作業部会を置く。 

２ 作業部会に分属すべき委員及び専門委員は、委員長が指名する。 

 

（部会長等） 

第９条 前条第１項に規定する作業部会に部会長を置き、作業部会に分属する委員の中か

ら委員長が指名する。 

２ 部会長は、作業部会の会務を掌理する。 

３ 部会長の指名により、副部会長を置くことができる。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職務を代理し、部会長

が欠けたときは、その職務を行う。 

 

（議事） 

第１０条  

 運営委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決することはできな

い。 

２ 運営委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の時は、委員長

の決するところによる。 
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３ 前２項の規定は、作業部会の議事に準用する。この場合において、これらの規定中「委

員長」とあるのは、「部会長」と、「委員」とあるのは「委員及び専門委員」と読み替え

るものとする。 

 

（意見の聴取） 

第１１条 運営委員会及び作業部会において必要と認める場合には、委員、専門委員及び

顧問（以下「委員等」という。）以外の学識経験のある者に意見を求めることができ

る。 

 

（守秘義務等） 

第１２条 委員等は、本事業に関する秘密を他に漏らしてはならない。 

２ 理事長は、委員等が前項の規定に違反した場合、その他委員たるに相応しくないもの

と認めたときは、当該委員等の委嘱を解くことができる。 

 

（雑則） 

第１３条 この規程に定めるもののほか、運営に関し必要な事項は、運営委員会が別に定

める。 

 

   附 則 

 １ この規程は、平成３０年５月１日から施行する。 

 ２ 平成３０年度中に委嘱される委員等の任期は、第４条第１項及び第６条第３項の規

定にかかわらず、平成３１年３月３１日までとする。 

 
  附 則 
 この規程は、平成３０年１１月１５日から施行する。 
 

附 則 
 この規程は、令和２年６月１０日から施行する。 


